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トランプ米大統領は5月13～16日に第二次政権における事実上最初の外遊として、サウジアラビア、
カタール、アラブ首長国連邦（UAE）の中東3カ国を訪問した。合計で3.4兆ドルに及ぶ大規模な経
済合意に加えて、サウジの首都リヤドでトランプ大統領が行った演説（以下、リヤド演説）は、中
東地域に対する第二次トランプ政権の方針を示唆するものとして注目されている。

リヤド演説に見られる2017年演説からの変化

今回のリヤド演説でまず注目すべき点は、中東地域の再定義である。演説の中でトランプ大統領は、
「新しい世代の指導者たちが、過去の紛争や対立を乗り越え、中東が混沌（Chaos）ではなく商業
（Commerce）によって定義され、テロ（Terrorism）ではなく技術（Technology）を輸出し、異なる
国家、宗教、信条の人々が、お互いを爆撃（Bombing）するのではなく、共に都市を建設
（Building）する未来を切り開いている」と述べ、紛争地域のイメージが強い中東を商業や技術の発
展するビジネス志向の地域として再定義した。トランプ大統領は2017年にも初外遊先としてサウジ
アラビアを訪問したが、その際の演説ではテロとの戦いといった安全保障における連帯を強く打ち
出しており、今回の演説におけるメッセージの変化がよく分かる。

リヤド演説におけるもう一つの注目点は、過去の米政権の介入主義を批判し、いわゆる価値外交か
ら距離を置く姿勢が一層明確化された点である。2017年時も米国が他国に価値観や生活様式を押し
付けない姿勢を示していたが、同時にテロ組織との戦いを「善と悪の戦い」と呼び、イランによる
武装勢力支援やシリアのアサド政権の武力行使を激しく非難する面も見られた。今回の演説でもイ
ラン批判は展開されたが、同時にそうした過ちを過去のものとし、将来の対話による問題解決を呼
びかけることに重心が置かれた。イエメン軍事介入の終結、レバノン支援の用意、シリアへの制裁
解除といった一連の動きや、外遊先の3カ国で発表された経済合意も、平和主義とビジネス重視の考
えに基づいて、中東地域に対する米国の新たな関与の姿勢を打ち出そうとする意図が見られる。

「構想」先行の側面も否めない

一方で、以上のようなリヤド演説や一連の経済合意で示された構想がどこまで実現しうるのかは不
透明な部分も多い。実際、2017年のサウジ訪問時も4,000億ドル規模の投資合意を発表して話題を
呼んだが、その後の中東情勢悪化などにより当初計画から大幅な後退があったとされる。

また、今回の構想ではビジネス重視の姿勢が強く打ち出された反面、イスラエル・パレスチナ紛争
やイランの核開発といった中東地域の根深い政治外交問題に関しては、具体的な展望が示されない
ままだった。シリアの制裁解除に関しても議会手続きを含め今後内外の調整が検討される見通しだ。

足元では、今回訪問先に含まれなかったイスラエルと米国の関係に隙間風が報じられる中、イスラ
エルによるイランの核施設攻撃準備に関する諜報のリークや、米ワシントンDCのユダヤ博物館での
銃撃事件によるイスラエル大使館スタッフ死亡といった不穏な事態が進んでいる。リヤド演説の構
想に実体を伴わせるためには、中東地域の不安定化要因との対峙がやはり避けては通れないだろう。
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▽トランプ大統領の中東訪問と最近の動き：政治・社会情勢の安定した中東3カ国を歴訪
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サウジアラビア（米国発表）
●6,000億ドル規模の経済合意
内、防衛品売却1,420億ドルを含
む2,828億ドルの案件を発表。
●サウジ・米国投資フォーラムに
参加。

カタール（米国発表）
●1.2兆ドル規模の経済合意
内、カタール航空からのボーイン
グ機受注、カタールの先端インフ
ラプロジェクト投資を含む2,435
億ドルの案件を発表。

UAE （米国発表）
●2,000億ドル超の案件を発表
●3月発表の1.4兆ドルのUAEか
らの長期投資コミットメント
（10年間、AI・半導体、エネ
ルギー等）を再確認。

イスラエル／パレスチナ
米国籍を持つイスラエル人の人質
解放に関してイスラエルを介さず
にハマスと直接交渉。

イラン
核開発問題に関してウィトコフ米
特使とイランのアラグチ外相が4月
以降交渉を継続（オマーン仲介）。

シリア
リヤドでトランプ大統領がシリア
のシャラア暫定大統領と会談。対
シリア制裁の解除を表明。

イエメン
フーシ派との間で5月に戦闘停止に
合意（フーシ派はイスラエルへの
攻撃は継続すると表明）。
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https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2025/05/fact-sheet-president-donald-j-trump-secures-historic-600-billion-investment-commitment-in-saudi-arabia/
https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2025/05/fact-sheet-president-donald-j-trump-secures-historic-1-2-trillion-economic-commitment-in-qatar/
https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2025/05/fact-sheet-president-donald-j-trump-secures-200-billion-in-new-u-s-uae-deals-and-accelerates-previously-committed-1-4-trillion-uae-investment/
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